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〔経済学会学術講演会〕

2009年11月30日　14：40−16：10　九州国際大学ＫＩＵホール 

男性と女性の統計論

　　 ワークライフバランスを考える 　　

伊　 藤　 セ　 ツ 

野�村経済学部長　学生の皆さん、こんにちは。経済学部長の野村政修です。本

日は伊藤セツ先生をお招きして経済学会学術講演会を開催することとなりま

した。伊藤先生は社会政策学会代表幹事を歴任された大変有名な先生でい

らっしゃいます。これまで長い研究生活を歩んでこられ、幾つかの単著をは

じめ多くの業績を積まれた先達でいらっしゃいます。伊藤先生は消費生活や

生活経済といった分野で研究を進められてこられました。生活経済というこ

とになりますと環境経済にも関係してくると思います。最近ではリーマン

ショック後の特に深刻な不況と関わって派遣労働者問題や貧困問題もクロー

ズアップされています。伊藤先生はこの分野においても研究を進めておられ

まして、貧困の女性化の問題やジェンダー問題についても研究を進めてこら

れました。今日は、このような高名な先生のお話を、しかも本学のカリキュ

ラムにおいて手薄な分野のお話を聞くことができるめったにない機会であり

ます。学生諸君はしっかりと聞いて心に留めてください。

　本日、伊藤先生をお迎えして講演会を開催できますことは大変喜ばしいこ

とであります。伊藤先生、どうもありがとうございました。
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伊�藤セツ　伊藤でございます。今日このようにして皆さんの前でお話できるこ

とを大変楽しみにしてまいりました。パワーポイントの資料を印刷してお配

りしておりますが、主に前の画面を見ながら話を聞いて頂きたいと思いま

す。今ご紹介いただきましたように現在は名誉教授ですがこの３月に退職す

るまでは毎週学生さんに７コマも授業をしておりました。しばらく講義をし

ていないので今日は楽しみです。では始めさせていただきます。

はじめに：講演の概要と順序

　まず講義の概要をお話します。私たちは日常生活をする中で仕事とか生活に

関するいろいろな政府統計を目にすることがあります。最近ワーク・ライフ・

バランス、これは「仕事と生活の調和」という意味ですけれども、政府や企業

からも注目されております。何故注目されるかというと、仕事と生活がアンバ

ランスな状態があるからです。どうしてそれがわかるかというと、このことを

政府統計が示しているからです。そのこともお話します。

　家庭を単位としてみた場合い、夫妻でワーク・ライフ・バランスがとれない

のは、男性と女性との間で働き方や生活の仕方に違いがあるからです。これを

男性と女性の統計（統計の中には男性と女性とに分けられるもの、男性と女性

とに分けられないもの、分ける必要のないものがありますが、そのうち男性と

女性に分ける必要のあるものについて）のどのような統計を使ったらそのアン

バランスがよく見えるかということを、「ジェンダー統計」という視点からお

話したいと思います。両性のワーク・ライフ・バランスとジェンダー統計とは

何なのかということを、いろいろな統計の中から生活時間統計を例にとってお

話したいと思います。

　順序として６点にわたってお話します。まず、ワーク・ライフ・バランスと

いう言葉が政府や企業によってどのように説明されているかと、これが第１点

目です。それから第２点目が、ワーク・ライフ・バランスに関する政府統計に
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どのようなものがあるかをみておきたいと思います。第３点目に、男性と女性

にとってのワーク・ライフ・バランスは意味が違うということ。第４点目に、

それをジェンダー統計という視点から見るというのはどういうことかについて

お話します。５点目には生活時間統計を例にとってお話します。6番目にワー

ク・ライフ・バランスを生涯という視点から考えます。

　私は先ほど学部長が仰ったように70歳で大学を停年退職しましたので生涯の

終わりの方なんですけれども、この年になって振り返って見る生涯時間のスパ

ンというのは皆さんには想像もつかないでしょうが、その辺のお話もしたいと

思います。それでは本題に入りたいと思います。

１．仕事と生活との調和とは何かについての厚生労働省による説明

　まず初めに、仕事と生活との調和とは何かについての厚生労働省による説明

を紹介します。これ（スライド４）は厚生労働省のホームページからとってき

たものですけれども、私が考える仕事と生活とはちょっと意味が違うんです

ね。政府の説明が研究者の説明と違うというのはざらにあるのですが、皆さん

にとって生活とは何でしょうか。生活の中には仕事は入らないのでしょうか。

生活は１日24時間ですからその中に仕事も入るわけです。「仕事って何？」と

いった場合、それは曖昧な言葉なわけです。「仕事で忙しい」という場合には、

家事も仕事に含めて忙しいということもあります。また給料をもらっている仕

事も自営業の仕事もどちらも仕事でありまして、仕事と一口にいってもとても

あいまいな用語です。

　ともかく仕事と生活の調和について厚生労働省が何を言っているかをみてみ

ましょう。「仕事というのは暮らしを支えて生きがいを見出すもの」というの

ですが、これを真に受けられますか。仕事というのは必ずしも生きがいや喜び

をもたらすものとは限らないのです。私も40年間常勤で働いてきましたけれど

も、仕事がいつも喜びをもたらすとは限りませんでした。苦しみをもたらす事
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だってざらにあるし、苦しみの方が多いかもしれない。仕事を全部生きがいだ

とは思えない。でもこれは政府の見解ですから、仕事は生きがいをもたらすも

のであると簡単にいっています。仕事とは生きがいをもたらすものとは限らな

いし、厚生労働省が仕事といっているのはお金が入ってくる社会的分業におけ

る仕事だとて思っているということは分かりますが、近隣とのときあいも暮し

に欠かすことのできないものともいっています。それは当たり前ですね。家事

をやらないと快適な生活はできません。家の中も足元が滅茶苦茶になります。

育児も、子どもがいないか、子どもを産まないと決めた人には関係のないこと

ですけれども、多くの人が育児を経験しています。子供が成長していくという

のは生活の中で大切なことです。近隣との付き合いも生活には欠かすことので

きないものです。若い皆さんには理解できないかもしれませんが、私は本当に

そうだと思います。このように収入を伴う仕事、そうでない仕事、厚生労働省

は後者を生活と呼んでいるらしいのですが、その充実があってこそ人生の喜び

や生きがいは増します。

　しかしながら、かなり多くの人が育児を経験していないし、近隣との付き合

いなど生活に関することができていないと厚生労働省はいっています。現実の

社会には安定した仕事に就けず自立することができない人たち、大卒、高卒で

内定を取り消されてしまった、そういう人たちがたくさんいます。この人たち

は経済的にはどうすればよいのでしょう。一方、仕事に就いている人は仕事で

疲れてくたくたで、精神的にも障がいをきしている人たちもこの日本にはたく

さんいます。それから仕事と介護などの両立に悩んでいる人たちもいます。そ

の多くは女性と考えられますけれども、こういう人たちの仕事と生活のバラン

スがとれていないということになります。このように仕事と生活との間の問題

を抱える人が多く見られます。だからこれを解決するためにワーク・ライフ・

バランスを実現しなければならないと、厚生労働省は言っているわけです。

　そういうものが実現した社会とはどういうものかなっていうと（スライド

５）、さっきいったことの反対なのですけれども、就業によって経済的自立が
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可能な社会、母子家庭の母親が就業できること、非正規とかアルバイトとか

いって十分なお金が得られていない不安定雇用、同じような仕事をしても安い

賃金で差別されてしまう不公正な処遇、こういうことのない社会です。つまり

能力、知識の開発ができる機会のあることがバランスのとれた社会の条件であ

ると厚生労働省はいっています。そして健康で豊かな生活のための時間が確保

されている社会がよい社会なのだと。仕事でくたくたになって死にそうになっ

ちゃったとかもう起き上がれないということではない、精神的にも健康でゆと

りのある時間が確保できる、こういう社会だといっています。

　ここで「時間」というのが出てきますね。私たちは１日24時間１年365日と

いう生活時間を基準にしてずっと生きてきているわけですから、そういう時間

を確保するためには労働時間関連の法令をきちんと守ること、年次有給休暇の

取得を促進することが大事です。政府の考えなのですけれども、こういうもの

を前提にしても決して生産性が低下することがないようにともいっています。

それから多様な働き方や生き方が選択できる社会、このことは大分前からいわ

れていて、特に子育て中の女性がいろいろな働き方を選べればいいですねとい

われています。中高年期になって、もうこれ以上働けない、もう少し楽な働き

方はないかなというライフステージにおいて特に、多様な働き方ができる基盤

が整備されているのがワーク・ライフ・バランスのとれた社会であるといって

います。

２．ワーク・ライフ・バランスのための政府の施策と実際

　わたしには政府の説明で引っかかるところが幾つかあります。基本的によい

ことを言っているのですが、言っているだけではだめで、実現のための指針が

必要だと、もう２年も前（2007年）からですが、「官民トップ会議」というも

のを開いて仕事と生活のバランスに関する行動指針のようなものを作ったわけ

です（スライド６）。その中で何故生活と仕事のバランスが必要なのか、また
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そのために企業や役所がどのような役割を示すべきかを述べています。そして

行動指針として14もの数値目標を挙げています。

　そこで皆さんにお配りした資料を見ていただきたいのですが、最後のところ

に2007年の現状と2017年の目標値とを対比しています。例えばフリーターの数

というのがありまして、2007年には187万人いましたがこれを10年後の2017年

には144万人にするといっています。また女性が第１子を出産する前後の時期

に仕事を継続できないという現実があります。女子学生は大変苦労して就職活

動をして自分の望むところに就職できたとしても、そのあと結婚して最初の子

どもが生まれたときに前の仕事を継続できる人は38％しかいません。それを10

年後に55％にまで高めようといっています。でもまだ半分近くの人は継続でき

ないような目標です。こういう数字を見るとなんとなく興ざめします。男女の

育児休暇取得率という統計があります。仕事を継続して出産した女性の72.3％

がとってはいますが、それだけに留まっているのですね。それを10年後にどう

しようとしているのか。女性の80％と書いてありまして、男性は10％にしよう

という目標があります。この数値がワーク・ライフ・バランスに向けての10年

後の目標だっていっているわけです。

　このように見るとなんとなく物足りないという感じになるわけですけれど

も、ともかくこの現状を示す数値をどこか引き出してきたのでしょうか。これ

は様々な政府統計から引き出されています。その他のワーク・ライフ・バラン

スに関する指標もそのほとんどが政府統計から引用されています。例えば先ほ

ど挙げましたフリーターの数は総務省『労働力調査』に依拠したといっていま

す。また６歳未満の子供にいる男性の家事育児に関する統計はどこからわかる

のでしょうか。これについては総務省の『社会生活基本調査』からとってきた

といっています。これは日本の生活時間に関する唯一の政府統計です。このよ

うに政府統計はワーク・ライフ・バランスの現状認識にも目標設定にも使われ

ているんですね。その政府統計の数値には、男性と女性に分かれているもの、

そうでないもの、そもそも性別とは関係のないもの、とがあります。育児休業
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の取得率は男性と女性に分けています。もしこれを男性と女性とをまとめて取

得率を示すとどうなるでしょうか。なんだかさっぱり良く分からないというこ

とになると思います。フリーター率などというのは男女に分けていません。統

計の中には住宅統計のように男女には分かれないものがあります。厚生労働省

は「父親のワーク・ライフ・バランス応援サイト」というものをわざわざつ

くっています。これは政府が2007年からいろいろやってはみたものの、父親の

ワーク・ライフ・バランスの方がなかなかうまく進まないからでしょう。この

サイトに次のようなことが書かれています（スライド８）。

　厚生労働省は、勤労者世帯の約半数が共働き世帯になっている（勤労者世帯

というのは政府統計の用語ですけれども、給料をもらっている世帯を勤労者世

帯といっています。農業だって漁業だって勤労者だと思いますがこの中には入

りません。過半数が共働きとはいってもどのような共働きかはここでは分かり

ませんね。奥さんがフルタイムなのかパートなのか分かりません）が、その中

で父親も含めて子育てができ家族で過ごす時間を持てる環境作りが求められて

いると考えています。現状がそうでないから求められているといっているわけ

です。調査によると男性の約３割は育児休業をとりたいと考えています。では

７割は考えていないのですね。

　私の教え子に最近子どもが生まれまして、その夫が官庁勤務ですが育児休業

をとりたいと思いました。奥さんが出産退院後１週間は家事もできませんか

ら、そのことを申し出たところ、「おばあさんとかほかに手伝ってくれる人は

いないんですか」といわれたそうです。「この制度にはそんな条件はついてい

ないでしょう。私が育児休業をとりたいと思っているんです」といったとこ

ろ、これまた「前例がない」といわれたそうです。この方は「前例がないん

だったら取得率を上げるために是非ともとってやろう」と思ったそうです。男

性の育児休業取得率は1.23％に過ぎません。育児休業の取得を希望している人

は３割に過ぎませんし、父親が家事育児に関わる時間はきわめて低い水準に留

まっています。このことは『社会生活基本調査』に示されているのですけれど
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も、約３割の若い父親が本当は育児休業を取って子供と一緒にいたいのだけれ

ども意思表示できないということだと思います。そのことによって男性の希望

が叶えられていないだけでなく、女性に家事や育児の負担がかかってきます。

そしてこのことが女性の継続就業を困難にしていますし、少子化にも繋がって

きます。だから政府は女性が安心して働きつづけるためには男性のワーク・ラ

イフ・バランスが必要だといったのですけれども、少子化の原因になるから男

性も育児や家事に時間が割けるようにし、そのことによって女性が安心して働

きつづけられるようにしなければならないという考えのようです。

　男女の働き方の違いは働き盛りの男女の賃金格差と退職後の年金格差を拡大

させます。私は常勤の教員でしたので、男女の賃金格差は少ない方です。私は

育児休暇を取りませんでしたが出産休暇は取りました。もし第１子が生まれた

ときに仕事をやめていたらどういうことになったかと考えますと、夫と私の年

金の額に大きな格差が生じたと思います。世間の企業をみてみますと男女の賃

金格差のあるところが多くあるわけです。雇用機会均等法というのはあります

が実際には男女間にいろいろな差があります。

３．女性と男性の統計（ジェンダー統計）について

　私は「男性と女性の統計」といういい方をしたいと思います。専門用語では

ジェンダー統計といいますけれども、一般的には男性と女性の統計で通じると

思います。なおジェンダー統計は通常は、男性と女性を逆にして「女性と男性

の統計」と日本語で云っています。

　ジェンダーというのは何かということも簡単ではないのでこれをお話するだ

けで随分時間がかかります。ジェンダー論だけで２単位とか４単位という講義

があるくらいですからー。ここでは簡単に説明しましょう（スライド10）。

　セックスというのは生物学的に区分されている性：男女ですけれども、自然

の性別には解消しきれない問題があります。家事は女がやるものという考えは
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自然的な性別で決まっているものではなく、歴史的および文化的経緯から社会

的に形成された性別、男らしさ女らしさとか役割分業といったものも、生物学

的性から区別して社会的・文化的性別、つまりジェンダーと一応今の段階で呼

んでいます。

　しかし、男らしさ女らしさというのも本当に社会的に形成されたものだけか

証明しきれないところもあります。たとえば私の孫の男の子は言葉が言えるよ

うになったとたんに、電車をみると「あっ！でんしゃ！」というんですけれど

も、女の子は電車が窓から見えるところに住んでいても言葉がいえるように

なったとたん「あっ！でんしゃ！」とはいいませんでしたね。これも社会的に

形成された差異かどうかというのはちょっとわからないんですけれども、それ

から個性の問題もありますからね。また男の人は大体こういうことを、女の人

は大体こういうことをするという性別役割分業の形成をジェンダー役割と呼ん

でいます。

　男性と女性の統計は英語では「ジェンダース・タティスティクス」です。こ

れは統計の作成にあたって男と女に区分して数字をとる、分けられるもので

あっても分離が困難で分けてないものもあるんですけれども、男女区別がある

というだけではなくて、問題のある男女の状況の把握とかその改善に繋がるよ

うなことを認識して作成する統計のことです。統計という場合、数値ばかりで

はなく図表のことも指します。

　自然的でなくて社会的に形成された性別に配慮して、そこに生じてくる問

題、たとえば先ほどいったように男女は同じように働いても女性の方が経済的

に弱いということはジェンダー問題です。ここでは生まれながらの性別の問題

ではないんですね。課題を解決するにあたりどうして、どうしてそれらの問題

が生じたのかの原因を解明すること、あるいはこれらの問題を放置した場合ど

のような結果になるかを予測するために、統計を作ったり加工したり批判した

りすることを含んだ統計の扱い方をジェンダー統計論といいます。

　いつ頃からこういういい方ができたかというと、あまり古いことではありま
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せん。1975年国連の国際女性年というのがありました。その頃から欧米や国連

を中心にジェンダー統計運動が展開されました。これは開発途上国の女性の多

くが水汲みだとか巻き割りだとかをやっていて日本のように雇われるという機

会が少ないものですから、これらの女性たちの経済的活動がどのくらいなのか

目に見えないそういう現象を考える中で出てきた運動で、世界的な関心を集め

てきました。

　ジェンダー統計には欧米を中心に関心を集めてきましたけれどもなかでもス

ウェーデンが特に熱心でした。今も熱心ですがスウェーデン中央統計局が

Engendering Statistics: A Tool for Change1という本を出しました。これは国

連統計部でも活躍していたビルギッタ・ヘッドマンという女性が中心になって

出した本です。日本を含めて世界主要国で翻訳が出ていますけれども、ジェン

ダー統計を使って男女間の格差に関して存在するいろいろな問題を変えていこ

う、変革の道具にしようというものです。先ほどのワーク・ライフ・バランス

にもいろいろ問題があるから政府が取り上げたわけですが、そのような問題を

解決するための道具としてジェンダー統計を利用しようといったわけです。

４．ジェンダー統計視点の応用

　この本は、ジェンダー統計の課題として次のようにいっています。まずいろ

いろな問題が生じる背景として何があるのか、そのまま放置しておくとどうい

う結果になるのか（スライド11の考え方）。たとえばワーク・ライフ・バラン

スを政策として取り上げなければならなくなる。

　例えば世界には字の読めない非識字者が多くいます。日本ではあまり考えら

れないことです。その多くが女性であって文化の享受に恵まれません。また高

１　ビルギッタ･ヘッドマン、フランチェスカ・ペルーチ、ペール・スンドストローム
著、伊藤陽一、中野恭子、杉橋やよい、水野谷武志、芳賀寛訳『女性と男性の統計論
−変革の道具としてのジェンダー統計論−』1998年、梓出版社。
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等教育など学問領域においても男女の偏りがある。これは開発途上国を問題に

しているんですけれども男尊女卑の考えに立つ文化圏が多い。宗教的理由から

女性の教育を奨励しない。それから女性は男性と比べて低年齢で児童労働や結

婚を強いられる文化圏がある。そうすると世界の蓄積された知識、教養へのア

クセス機会が女性から奪われてしまいます。世界の情報から立ち遅れる。情報

化社会において女性がリーダーシップをとることが困難になる。開発途上国に

も階級はありますから一部の優れた女性は先進国の女性よりも目だっているの

ですけれども、全体としてみると男性支配の文化となっています。教育におい

て不利な状況にあるわけですから、男性と同じような仕事に就けない。女性は

底辺の低賃金労働者になる。日本のワークライフバランスの問題についても男

女の性別分業に関する社会通念が根強いことが背景としてあります。女性が男

性と同じように働くことは限界がある（スライド12）。

　ワーク・ライフ・バランスに疑問を持つという意見があります。男性の過重

な働き方を切り崩すのは容易ではない。私は女子大の先生でしたから教え子は

女性なんですけれども、教え子の結婚式に呼ばれて男性の働きかたをみるとこ

れは容易ではないと思います。上司の方が祝辞の中で「彼はとても優秀な人だ

から奥さんも内助の功をもってますます彼が活躍するように助けてください」

などといいます。私は祝辞の中で「彼女はすばらしい卒業論文を書いてとても

才能のある人ですから、彼女の能力がさらに伸ばせるようなすばらしい家庭を

築いてください」などというのですが、内心難しいなと思います。

　今育児休業には所得補償が十分でありませんから、一般に男性のほうが給料

が高いですので給料の低いほうが育児休業をとらないと生活が成り立たないと

いう状況があります。このまま放っておくとどうなるのでしょうか。目標自体

が低いのに男性の育児休業取得率は上がらない。男性の取得率が低い背景には

こういう事情があります。男性は長時間労働で働きすぎ、女性は家事労働など

の無償労働を強いられてアンバランスな状態が解消されないことになります。

この解消を目指した政府の目標数値も、先にみたようにそもそも低いもので
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す。一般的にいえば男女共同参画の推進、男女同等賃金の推進ですが、高いレ

ベルでの平等はなかなか方針としてたちません（スライド13）。

　日本の場合年齢階層別経済活動率はＭ字型を描いています（スライド14, 15, 

16）。このことは皆さんよく聞くことだと思います。このように経済活動率の

M字カーブというのは出産前後の20代後半から30代半ばまでに働く女性の比率

が下がるということです。M字カーブを描くというのはよその国でははっきり

見られません。よその国がそうでないのなら役割分業という通念は日本に特有

のものなのかと考えられます。日本は収入を得る仕事と家事育児との役割分業

という通念の強い文化圏であると言い切れるかどうか。

　日本は東アジアの文化圏ですから中国もこの中に入るのですけれども、この

ような役割分業は中国には当てはまりません。中国は歴史的背景が違っていま

す。日本では女性が子育てをする、子育て期には女性は家庭に入るという観念

が強い。考え方ばかりではなく実際に私たちの子育てや私の娘たちの子育てを

見ていると、考え方とは別の問題があると思います。家庭に入ることが良いと

か悪いとかいうつもりはないんですよ。私は子どもを保育園に預けて産休明け

から働き出しましたからその体験から見ても産休明け直後から女性が働きに出

るのが必ずしも良いとは思えないんです。私の頃は育児休業というのはありま

せんでしたが、でも育児休業があれば良いのかというと私自身結論が出ていま

せん。やはり母親から子どもが生まれてきて、父親と子供の関係よりは母親と

子どもの関係は密なわけです。母乳が出ている間は母親が子どもとは家庭にい

るのが良いかと思います。

　女性は長く勤めても賃金の上昇や昇進が望めない。保育園も待機児童がいっ

ぱいいます。待機児童の問題を今の政府はどう解決するのかというと、保育園

を増設するのではなくもっと詰め込んでしまおうというわけですからこれもど

うかと思います。したがって女性の経済活動率はM字型を描いて女性が家庭に

いるということになってしまいます。したがって男女の生涯の生活時間、生活

行動様式に大きな差が出てきてしまいます。
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　私の初期の頃の教え子はもうすぐ60歳くらいになるのですが、この間ちょう

ど50歳になったという方と卒業以来はじめて会いました。その方はとても憂鬱

そうな顔をしていました。「どうしたの。私が教えたその学年では一番良い卒

論を書いたのに・・」と聞きました。すると彼女は「私は就職後同じ職場の男

性と結婚したんですが、結婚後同じ職場にいることはその当時認められません

でしたので私は仕事をやめたんですよ。その後パートに出ました」。「あなたほ

どの人ならよほど中身のあるパートをしたんでしょうね」。「いいえ、そうでも

ないんです。でもそのパートも辞めちゃいました」。「どのくらいお金を稼いで

いたの」。「夫の扶養家族でいられる程度です。そのほうが得ですから」。これ

は今問題になっている「扶養控除」のことです。あの優秀な女性にしてこう

だったのかと思いました。彼女は続けました。「この頃からだの調子が悪いん

です」。それで私は「演劇でも一緒に見に行きましょう。演劇見た後お茶を一

緒にのみましょう」ということで、いろいろな話を聞きました。

　彼女は50歳まで生きてきて、同じ年齢なのに夫との間に生活様式の大きな違

いがあるというのです。「彼はどういう生き方をしていますか」と聞いたら、

「彼はたくさん働いて毎日夜遅く帰ってきます。まるで母子家庭のようでした。

子ども達は大学生と高校生になりましたが、子ども達が大きくなった今、この

ような生活様式の差をどうなのかと思い始めています・・・それで先生はどこ

かで講演することはありませんか。聴きに行きたいです」というので、「もう

すぐ12月にあるけれど出席してもよいか主催者に聞いて見てください」といい

ました。その後主催者に問い合わせたら出席しても良いということでしたので

今度聞きに来るそうです。50歳代の教え子を何人か誘い合ってやってくるそう

です。彼らは何かを求めているようです。何か物足りないようです。女性の継

続的な経済的自立が困難で、賃金、生活行動様式、年金額に男女差ができる。

このことが高齢期の単身女性の貧困に拍車をかけることになります。

　では女性の経済活動率の国際比較統計をみてみましょう。（スライド15）日

本のグラフをみてください。男性の経済活動率はずっと高くて50歳代後半から
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下がってきます。女性の場合はＭ字型です。韓国は日本ほどではないけれども

Ｍ字型です。韓国は日本と同じ儒教の影響を受けた文化圏です。中国の場合こ

のようなカーブを描きません。フィリピンもＭ字ではありません。インドネシ

アもＭ字ではありません。カンボジアは女性の経済活動率が男性よりも少し高

くなっています。産油国のクウェートはどうでしょうか。グラフを見てくださ

い。スリランカは女性の経済活動率が低いですね。イランイスラム共和国はど

うでしょうか。女性が働いているということの定義にもよりますが、経済活動

率は低くなっています。ただし経済活動率というのは賃金を得られる活動だけ

とは言い切れないところはあります。これは定義の問題です。

　ではヨーロッパはどうか（スライド16）。フィンランドは男女間でほぼ一致

しています。ドイツ、これは昔の東ドイツが底上げしたのだと思います。イタ

リア、スペインなどもＭ字型にはなりません。これをみても日本のＭ字型が強

いというのは確かに数値で裏付けられるわけです。このグラフはジェンダー統

計の分かりやすい典型です。

５．生活時間を考える

　その次に生活時間をみながらジェンダーアンバランスとワーク・ライフ・バ

ランスを考えてみましょう。皆さんは生活時間について考えたことがあります

か。生涯の生活時間を男女あわせて、といっても平均寿命が違いますからあわ

せるのはよくないんですが、人生80年とします。今80年といえば、高齢の方に

怒られますね。以前、講演に行ったとき「人生80年」といったら聴いている人

の中に80を超えた人がいっぱいいて、「私たちはどうなるんだ」と怒られたこ

とがあります（スライド17）。

　ここではまあわかりやすく人生80年、生涯の生活時間を70万時間として１日

の睡眠時間を７時間と仮定しますと、20万時間の睡眠時間を引いた50万時間は

みなさんが目を覚ましていることになります。女性の方が寿命が長いですから
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平均すると男性よりも６万時間も長く生きていることになります。人生50年時

代は43万8,000時間でした。私の母は40歳になったとき、「私はもうおしまい

だ」などといっていたのを覚えています。

　日本語では生活時間といいますが英語ではTime UseとかTime Spent, 

Time Allocation、あるいは、Time Budgetといいます。Life Timeなんてい

いません。「時間を使う」、「時間を配分する」、「時間を支出する」ということ

になります。皆さんはこれまで人生でどういうものに時間を使ってきたか考え

てください。石川啄木は20万時間しか生きないで26歳で死んだけれども、あれ

だけの作品を残しました。モーツアルトは30万時間で死んだのにあれだけのす

ばらしいものを残しました（スライド18）。

　生活時間は生理的時間、収入労働時間、家事育児介護時間、社会的活動時間、

文化的活動時間、とかに分かれます（スライド19）。『社会生活基本調査』のデー

タを基に家事労働時間の国際比較をしてみましょう（スライド20）。日本の男性

は平日27分間、女性は3時間、どちらも雇用者に関するデータです。米国の男性

は日本の５倍くらいの時間を家事労働に割いています。ドイツでも平日に２時間

くらいやっています。女性も家事に多くの時間を割いていますが、男性は２時間

も費やしています。日本は男性の６倍もの時間を女性が家事に費やしています。

こういう事情を考えると日本のＭ字型とか社会通念というのも納得できます。

　世界の人の生活時間を把握するということに国連はとても力をいれて調査を

やっています。国連のこのような活動が世界の生活時間調査を活発にしていま

す。国連機関でインストロー (INSTRAW)というのがあります。そういう機関

が先頭にたって世界の国に生活時間調査をやりましょうと呼びかけています。

国連が指針として生活時間分類というものを作っています。しかし生活時間分

類というのは国によって文化的背景が違うわけですので、統一的概念を持ち込

みにくいということがあります。たとえばモンゴルでテントを建てたりしまっ

たりする時間をどう扱うのかといった問題です。難しいことですが比較のため

に強引に統一生活時間分類というものを作っています。
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　こうして各国の生活時間統計が作られますが、生活時間の各部分に対して報

酬が支払われるかどうかについて国連が大変注目するんです。どうしてかとい

うと、払われない労働に従事している人の性差をみているんです。Unpaidな

労働は人々が快適に暮していくためにまた次世代を育てるために有益であると

いうことを示すために、生活時間統計からこれらを取り出してお金に換算した

らどうなるかということをやっているんですね。このUnpaid労働の性差は大

きなものです。収入を得られない労働はどこの国も女性が多くやっているんで

す。それぞれの人が生涯を通して満足できるには生活時間をどのように使った

かが関係していることが多のです。

６．生涯生活時間とワーク・ライフ・バランス

　１日あたりの生活時間だけでなく生涯生活時間という視点もワーク・ライ

フ・バランスの中に入れてもいいのではないかと思います（スライド23, 24）。

そこで総務省の『社会生活基礎調査』からモデルを作りました。これは私たち

の共同研究者である日本女子大学の天野晴子先生が作ったものです。男性の生

涯生活時間は次のようになっています（スライド23）。収入労働時間は20歳く

らいからずうっと上がっていって定年くらいまで続きます。社会的文化的生活

時間は忙しいといいながら結構とっていて仕事をやめたとたんぐんと上がるわ

けです。ですから仕事を辞めたときになにをやろうか考えておかなければなら

なくなります。男性は定年になっても家事労働をあまりやっていません。

　一方女性はいろんなモデルが作れます。女性の学生さん達もこれから仕事を

持って生きたいと思っている人が多いでしょう。「常勤継続パターン」につい

てみます（スライド24）。女性は男性と同じように働いているように思われま

すが男性のほうが少し長く働いています。社会的文化的時間は男性より少なく

なっています。仕事をやめる時期になると女性のほうも上がってきます。私も

大学教員を定年になって辞めて分かることですが、いかに収入労働時間は人を
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束縛しているかということです。家事的時間は男性よりも多いのですが、私た

ちの調査によれば女性は実はもっと家事をしたいと思っているのです。男女と

も労働時間では収入労働時間が最大となっています。家事労働は男性の方が生

涯でみても極端に少ないです（スライド25）。

　いろいろな状況を考えて仕事と家事の両立は難しいと思われるので、出てき

たのがワーク・ライフ・バランスの目標なんですね。男女共同参画時代ですか

ら、女性も男性も自分の生活時間を自分自身満足感をもって生きることが大切

です。ライフステージのそれぞれの段階で自分自身の価値観をもって生きるこ

とが大切です。そのためには政府の力も借りなければなりません。ライフス

テージの各段階において偏りがあっても生涯時間を通じてワーク・ライフ・バ

ランスがとれるという考えも成り立つとも思います。個人の自己実現と他者と

の共生を、生涯を通じて全体として実感できるようであれば良いのではないで

しょうか。ワーク・ライフ・バランスは多くの人が満足できる社会を作ること

にあるのではないかと思います。

おわりに

　そこでワーク・ライフ・バランスの条件を満たす社会について思い描いて見

ましょう。そしてその重要な指標をジェンダー統計を使って評価してみましょ

う。別紙の資料を見てもわかるように、これは近い将来に実現することは難し

いようです。しかし皆さんはこの先の生涯についてジェンダー統計を使って

ワークとライフを考え、生涯の生活時間のなかでどのような時間の使い方をし

たらワーク・ライフ・バランスがとれているのかを考えて行っていただきたい

と思います。男性も女性も調和のとれた人生を送ることができる社会になると

よいと思っています。みなさんは統計学も学んでいるでしょうが、単に数理とし

てではなく、現状を変化変革するツールとして、ジェンダー統計のことを記憶に

とどめていただければと思います。ではこれで私の話を終わらせていただきます。
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10.01
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